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2 

  第 1章 計画の基本的な考え方 

 １ 計画策定の趣旨 

 

国は、平成 28 年６月「ニッポン一億総活躍プラン」を閣議決定し、子供、高齢者、 

障害者等、すべての人々が地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことが 

できる「地域共生社会」の実現を提唱しました。 

 また、同年７月に「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部を設置し、複合的な 

課題や、制度の狭間の問題に対応するため、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え 

手」、「受け手」という関係を超えて、地域の住民や多様な主体が「我が事」として 

参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、地域 

をともに創っていくとしています。 

 さらに、平成 30 年４月に、地域共生社会の実現に向けた取り組みを推進するため、

社会福祉法が一部改正され、任意であった市町村地域福祉計画の策定を努力義務化

しています。 

 東京都においては、令和３年 12 月に「第二期東京都地域福祉支援計画」を策定し、

この計画の中で「地域での包括的な支援体制づくりのために」、「誰もが安心して地

域で暮らせる社会を支えるために」、「地域福祉を支える基盤を強化するために」と

いう３つのテーマを掲げ、地域共生社会の実現に向けた取り組みを推進しています。 

 一方で、台東区においては、少子高齢化や核家族化の進行、住民相互のつながり

の希薄化等により、80 歳代の親が働いていない独身の 50 歳代の子の生活を支える

「8050 問題※1」や、ひとりの人や一つの家族が同時期に介護や育児等に対応する「ダ

ブルケア※2」、子供が家事や家族の世話等を日常的に行っている｢ヤングケアラー※3」

等、複合的な課題が顕在化しています。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、対面でのコミュニケーションを

基本とする地域の福祉活動が大きく影響を受けるなど、新たな課題も生じており、

こうした課題に行政だけで対応していくことは難しくなっています。 

 このような状況の中、区民の誰もが住み慣れた台東区で自分らしく暮らしていけ

るよう、「地域共生社会」に向けた取り組みを一層推進していく必要があります。 

区は、「地域共生社会」の実現に向けて、区民や区、社会福祉協議会、事業者、Ｎ

ＰＯ法人、ボランティア団体等、多様な主体が連携・協働して地域福祉を推進して

いくための施策等を示す「地域福祉計画」を策定します。 

 

※１～３ （解説については、26ページ参照） 
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

 ２ 計画の背景 

（１）地域福祉を取り巻く動向 

①「地域共生社会」の実現 

「地域共生社会」は、平成 28 年６月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラ

ン」において示された考え方で、高齢者・障害者・子供などすべての人々が地域、暮

らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる社会とされています。地域共

生社会においては、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係

性を超えて、地域の住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人

と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らし

と生きがい、地域をともに創っていくことをめざしています。 

 

 

資料：厚生労働省資料より抜粋 

 



 

 

4 

  第 1章 計画の基本的な考え方 

② 重層的支援体制整備事業 

地域共生社会の実現に向け、社会福祉法第 106 条の３には、すべての区市町村に対

して、地域住民及び支援に関わる関係者間による、地域福祉の推進のための相互の協

力が円滑に行われ、地域課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に

努めることが規定されています。 

  国は、令和３年４月に、包括的な支援体制を構築するための一つの手法として、

「重層的支援体制整備事業」を創設しました。 

  この事業は、法第 106 条の４第２項に規定されており、包括的な支援体制の整備 

を具体化し、重層的なセーフティネットを構築することとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省資料より抜粋 
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

③ 成年後見制度利用促進基本計画 

国は、地域共生社会の実現に向け、尊厳のある本人らしい生活の継続と地域社会へ

の参加を図る権利擁護支援を推進するとしており、令和４年３月に「第二期成年後見

制度利用促進基本計画」を閣議決定しています。 

自己決定権の尊重等を基本理念とする成年後見制度は、認知症、知的障害その他の

精神上の障害により判断能力に課題のある方の権利擁護を支える重要な手段であり、

身上保護と財産管理の支援によって、本人の地域生活を支える役割を果たしています。 

また、その利用促進の取り組みとして、市民後見人など住民の参画を得ながら、家

庭裁判所、地方公共団体、専門職団体、民間団体等の協働による地域連携ネットワー

クを通じて推進されるべきとされており、このネットワークと他の様々な支援ネット

ワークが連動しながら、地域における重層的な支援体制をつくっていくことで、地域

共生社会の実現に資するとしています。 

区市町村は国の計画を勘案して、利用促進のための計画を策定するよう努めること

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省第二期成年後見制度利用促進基本計画 
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

（２）台東区の状況 

① 総人口の推移 

台東区の人口は、令和４年４月１日現在（2022 年）で 204,431 人となっており、

増加傾向にあります。 

 

< 出典 > 台東区住民基本台帳（各年４月１日現在） 

  ② 将来人口推計 

令和 37 年までは、総人口は増加する見込みとなっています。内訳をみると、年

少人口は令和 22 年にピークを迎えます。生産年齢人口は令和 12 年にピークを迎

え、その後緩やかに減少します。老年人口（65 歳以上）は令和 17 年以降増加し続

け、令和 47 年には 73,206 人になります。 

 
< 出典 > 台東区の将来人口推計（各年４月１日時点の推計値） 

17,955 18,105 18,255 18,426 18,244 17,950 

130,866 132,989 135,677 138,328 139,789 141,081 

23,188 22,843 22,328 22,061 22,038 21,247 
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

③ 家族類型別世帯数の推移 

    令和２年の世帯総数は 121,557 世帯であり、うち単独世帯数は 71,778 世帯と

なっています。 

 
< 出典 > 国勢調査（各年 10 月１日現在の調査値） 

 

④ 単独世帯数（年齢別）の推移 

令和２年の 20 歳から 64 歳までの単独世帯は 53,325 世帯、65 歳以上の単独世

帯は 15,848 世帯となっています。 

 

< 出典 > 国勢調査（各年 10 月１日現在の調査値） 

35,473 

48,621 
61,540 
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

⑤ 要支援・要介護認定者数の推移 

    要支援者及び要介護者数の合計は、平成 30 年度から１万人を超えています。 

 

< 出典 > 令和３年度実績 台東区の介護保険(年度末現在) 

 

⑥ 成年後見制度の利用者数の推移 

令和３年の成年後見制度の利用者数は、383 人となっています。 

 

< 参考 > 令和３年 区市町村別成年後見制度の利用数（東京都）（各年 12月 31日現在） 
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

⑦ 障害者手帳所持者数の推移 

身体障害者手帳の所持者数は減少傾向となっている一方で、愛の手帳及び精神

障害者保健福祉手帳の所持者数は増加傾向にあります。 

 
< 出典 > 台東区調べ 

⑧ 65 歳以上の愛の手帳、身体障害者手帳所持者数の推移 

令和４年６月 20 日時点で愛の手帳及び身体障害者手帳の所持者数は 4,383 人と

なっており、平成 22 年３月末時点と比較して 455 人増加しています。 

 

< 出典 > 台東区調べ 

6,533 6,450 6,419 6,405 
6,219 

967 982 981 994 1,016 

1,586 1,707 1,803 1,856 1,996 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

（人）

身体障害者手帳 愛の手帳 精神障害者保健福祉手帳

3,858 
4,225 

70 

158 3,928 

4,383 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成22年３月末 令和４年６月20日時点

（人）

身体障害者手帳 愛の手帳



 

 

10 

  第 1章 計画の基本的な考え方 

⑨ 出生数・合計特殊出生率の推移 

区の出生数は 1,600 人前後を推移しており、ほぼ横ばいの状態となっています。

合計特殊出生率は全国平均を下回っています。 

 

 < 出典 > 保健所事業概要 令和４年度版 

 

⑩ 要保護児童数の推移                           

    令和３年度の要保護児童の年間登録数は、880 人と増加傾向となっています。 

 

< 出典 > 台東区調べ（各年度３月 31日現在） 
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

⑪ ひとり親世帯数（母子世帯・父子世帯）の推移 

    ひとり親世帯は平成 22 年以降増加傾向にあります。令和２年は 1,010 世帯と

なり、平成 22 年に比べ 156 世帯増加しています。 

 
< 出典 > 国勢調査（各年 10月１日現在の調査値） 

⑫ 外国人人口の推移 

    令和４年の外国人人口は 14,788 人で、総人口に占める割合は 6.8％となってい

る。 

 
      < 出典 > 令和４年３月策定 台東区多文化共生推進プラン（各年１月１日現在） 
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

⑬ 生活保護受給者数及び受給世帯数の推移 

令和３年度末時点での受給世帯は 7,364 世帯、受給者数は 7,882 人となってお

り、減少傾向にあります。 

 
< 出典 > 台東区行政資料集 令和４年度版 

⑭ 生活困窮相談件数の推移 

       令和２年度は、新型コロナウイルス感染症や住居確保給付金の支給要件緩和の

影響により、相談件数が一時的に増加しています。 

 

< 出典 > 台東区行政資料集 令和４年度版 
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

 ３ 計画の位置付け 

（１）法律上の位置付け 

本計画は、社会福祉法第 107 条に定める市町村地域福祉計画です。 

また、成年後見制度の利用の促進に関する法律第 14 条の「当該市町村の区域にお

ける成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画」を包含しま

す。 

 

（２）関連計画との関係 

 本計画は、区政運営を総合的かつ計画的に行うための最も基本的な方針である

「台東区基本構想」、それを実現するために施策の方向と目標、その手段を示す長

期的指針である「台東区長期総合計画」のもとに位置付け、高齢者、障害者、子育

ての各福祉分野に共通する基本的な考え方を示す計画として位置付けます。 

なお、本計画を着実に推進していくために、関連する個別計画とも連携を図りな

がら、施策における主な取り組みの具体化を図っていきます。 

 
※（ ）内は包含している計画 

台東区基本構想

台東区長期総合計画
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

  ４ 計画とＳＤＧｓとの関係 

 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標 エスディージーズ）は、平成 27 年９月に国連で

採択された令和 12 年（2030 年）までに先進国を含む国際社会全体で達成を目指す

17 の国際目標です。国は平成 28 年に「ＳＤＧｓ実施指針」を定め、地方自治体の各

種計画等への最大限の反映を奨励しています。 

本計画においても、持続可能な開発目標である「１ 貧困をなくそう」、「３ すべ

ての人に健康と福祉を」、「10 人や国の不平等をなくそう」等に関連する取り組み

を定め、計画の着実な推進を図ることで、ＳＤＧｓの達成につなげていきます。 

 

  



 

 

15 

  第 1章 計画の基本的な考え方 

 ５ 計画の期間 

 

地域福祉計画は、高齢者、障害者、子育ての各福祉分野に共通する基本的な考え

方を示す計画であることから、計画期間は、令和５年度から令和 11 年度までの７年

間とします。 

なお、社会経済状況の変化等により、必要に応じて計画の見直しを行うものとし

ます。 

 

＜関係する主な計画の計画期間＞ 

 

 

 

 

 

  



 

 

16 

  第 1章 計画の基本的な考え方 

  ６ 計画の進行管理 

  

本計画に掲げる施策及び取り組みについては、ＰＤＣＡサイクルマネジメント※に

沿って、施策の点検・評価を定期的に実施し、改善を図っていきます。 

さらに、社会経済状況の変化や大規模災害の発生等、新たな課題が生じた場合でも、

計画に掲げた取り組みの見直し等、適切な対応を迅速に行い、基本理念の実現に向け

た歩みを進めていきます。 

 

※  ＰＤＣＡサイクルマネジメント（出典：総務省ホームページより） 

  施策や事務事業の企画・立案（Ｐⅼａｎ）、実施（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、 

改善（Ａｃｔｉｏｎ）のサイクルを継続して行うことにより、施策や事務事業を見

直し、その結果を実施方法の改善や予算へ反映させる手法のこと。 

 

 

＜ＰＤＣＡサイクルマネジメント＞ 
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

  ７ 計画の構成 

   本計画は、目指す地域の姿を示した「基本理念」と、基本理念の実現に向けて、 

地域福祉を推進するための施策の方向性を示した「基本方針」、基本方針に基づく 

「施策」で構成します。 

 

（１）基本理念   

 

 

誰もがともに支え合い 

いきいきと自分らしく 安心して暮らせるまち 

 

 

 互いを思いやり、支え合う地域社会をつくります。 

 

 多様な価値観を尊重し、様々な場面で生きがいをもって活躍で

きる地域社会をつくります。 

 

 一人ひとりの権利や尊厳が大切に守られ、安心して暮らせる地

域社会をつくります。 
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

（２）基本方針 

 

 

 

 

 

 

区民や事業者、地域で活動する様々な団体等、多様な主体と連携・協働を図りながら、

複合的な課題に対応できる包摂的な支援の仕組みづくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉を支える人づくりや、活動を行う団体の支援・育成、サービスの質の向上等によ

り、サービス基盤の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

互いを認め、尊重して、支え合う意識の醸成や、一人ひとりの生活の安定・自立に向

けた取り組み等により、誰もがいきいきと安心して暮らせる地域づくりを推進します。 

 

 

 

 

基本 

方針 Ⅰ 適切な支援につなぐ環境づくり 

基本 

方針 Ⅱ 福祉サービス基盤の充実 

基本 

方針 Ⅲ いきいきと安心して暮らせる地域づくり 
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

（３）施策体系 

基本理念 基本方針 施  策 

誰
も
が
と
も
に
支
え
合
い 

い
き
い
き
と
自
分
ら
し
く 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち 

基本方針Ⅰ 

  

適切な支援

につなぐ環

境づくり 

施策１ 
様々な相談に対応する包摂的な支援の仕組み

づくり 

施策２ 多様な主体との連携・協働の推進 

施策３ 福祉サービスの利用促進 

基本方針Ⅱ 

  

福祉サービ

ス基盤の充

実 

施策４ 福祉を支える人づくりと団体の支援・育成 

施策５ 新たな視点を活かした福祉サービスの提供 

施策６ 福祉サービスの質の向上 

基本方針Ⅲ 

  

いきいきと

安心して暮

らせる地域

づくり 

施策７ つながり支え合う地域づくり 

施策８ 一人ひとりの生活の安定・自立と尊厳の尊重 
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  第 1章 計画の基本的な考え方 

 

施策

番号 
主な取り組み 

１ 
① 包摂的な支援の仕組みづくり 

② 区の対応力の向上 

２ 
① 多様な主体同士の連携・協働の促進 

② ＮＰＯ法人やボランティア団体等との協働の推進 

３ 

① 相談窓口の充実 

② 区職員や専門職等の資質向上 

③ アウトリーチ活動による福祉サービスの利用促進 

④ 誰にも分かりやすい情報発信 

⑤ 情報格差の解消 

４ 

① 福祉を支える担い手の確保・育成 

② 地域での福祉活動を行う団体への支援 

③ 民生委員・児童委員活動への支援充実 

④ 社会福祉協議会の取り組みや体制の充実 

⑤ 地域福祉活動計画の策定支援 

５ 
① 共生型サービスの提供 

② ライフステージ・発達段階に応じた新たな相談・支援拠点の整備 

③ 新たな福祉サービス創出への支援 

６ 

① 人材の育成支援 

② サービス事業所への指導検査の実施 

③ 福祉サービス第三者評価の受審 

④ サービスに関する意見等の受付窓口の周知 

７ 

① 支え合いの仕組みづくり 

② 学びと活動の場づくり 

③ 災害時の要配慮者を支える体制づくり 

④ 相互理解の促進 

８ 

① 生活に困窮する方への支援 

② 虐待等の防止対策 

③ 権利擁護支援の充実 

④ 成年後見制度の活用 
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  第２章 施策の展開 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 

施策の展開 
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  第２章 施策の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本 

方針 Ⅰ 
適切な支援につなぐ 

環境づくり 



 

 

23 

  第２章 施策の展開 

施策１ 様々な相談に対応する包摂的な支援の仕組みづくり 

 

 

  現況と課題 

 

少子高齢化や核家族化の進行、住民相互のつながりの希薄化などにより、8050 問題※1 

やダブルケア※2、ヤングケアラー※3 など、既存の年齢や状況別の公的な制度や分野を

超えた複合的な課題が増えています。 

令和４年度に区が実施した「地域福祉計画策定のための専門職アンケート調査」に

おいても、8050 問題やひきこもり等、複合的な課題の事例が報告されています。 

複合的な課題のある方は、社会的な支援や公的なサービスに結びつきにくく、また

結びついたとしても、一部の課題解決にとどまることがあります。 

このような複合的な課題を行政のみで解決することは難しいため、区民や事業者、

ボランティア団体等との連携を充実させ、個別の状況に応じた包摂的なサービス提供

が必要です。 
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  第２章 施策の展開 

  主な取り組み 

 公的な制度や仕組みを活かしながら、複合的な課題に対応していくために、社会福

祉協議会など関係機関との連携を充実させ、包摂的な支援の仕組みづくりを推進しま

す。 

また、仕組みづくりに向け「重層的支援体制整備事業※4」の活用の検討や、区役所等

の対応力を充実します。 

 

① 包摂的な支援の仕組みづくり 

 様々な課題に対応していくために、社会福祉協議会をはじめ、区民、ＮＰＯ法人、

ボランティア団体、福祉サービス提供事業者などの関係機関と連携・協働し、支援が

必要な人を包み込むように解決を目指す、支援の仕組みづくりを推進します。 

  

②区の対応力の向上 

公的なサービスだけでは解決できない課題等に、関係機関等とともに対応するため、

区役所等に地域福祉コーディネーター（コミュニティソーシャルワーカー※5）の配置

を検討します。 

また、区役所の関係課の横断的な連携を一層推進するとともに、様々な相談を受け、

支援に係る総合的な調整を担う体制の充実を図ります。 
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  第２章 施策の展開 

 

包摂的な支援の仕組みのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

支えを必要とする

区 民

民生委員・児童委員

相談
声かけ

課題整理

町会等の地縁団体

Ｐ Ｔ Ａ

ボランティア

ＮＰＯ法人

福祉サービス事業者

（介護・保育事業者等）

社会福祉法人

医療機関

行政機関等 民間企業

地域福祉コーディネーター

（コミュニティソーシャルワーカー）

※様々な主体をつなぐコーディネーター

社会福祉協議会

権利擁護センター

ボランティアセンター

台 東 区

台東区教育委員会
連携充実

教育機関
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  第２章 施策の展開 

※１ 8050 問題（出典：厚生労働省ホームページより） 

高齢の親が就労していない独身の子の生活を支える社会問題のこと。社会的に孤立しがち

で、親の年金に依存する等の状況に陥り、経済的困窮などの要因となっている。 

 

※２ ダブルケア（出典：内閣府ホームページより） 

  ひとりの人や一つの家族が同時期に介護や育児など、複数の要支援者に対応すること。被介

護者は祖父母とは限らず、障害等の事情のある子や配偶者等、様々なケースがある。 

 

※３ ヤングケアラー（出典：厚生労働省ホームページより） 

  一般に、大人や社会的なサービスが担うことが想定される家事や家族の世話などを日常的

に行う子供や若者のことで、学業や就職、友人関係に影響を及ぼす可能性がある。 

 

※４ 重層的支援体制整備事業（解説については、４ページ参照） 

 

※５ コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）（出典：厚生労働省ホームページより） 

  住民のニーズや地域のニーズを把握し、ネットワークを構築して支援が必要な人を行政や

専門機関に適切につなぐ役割を担う人材のこと。 
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  第２章 施策の展開 

施策２ 多様な主体との連携・協働の推進 

 

 

  現況と課題 

 

区では、地域福祉活動に取り組む団体や企業、区民などを支援するための窓口とし

て「台東ボランティア・地域活動サポートセンター」の運営や、区と協働で取り組む

事業を募集する「協働事業提案制度」など、地域の課題解決に取り組む協働を推進し

ています。 

令和３年度「台東区民の意識調査」では、「地域活動に現在参加している区民」と「今

後参加したい区民」の割合は合わせて 30.2％となっています。 

また、区とＮＰＯ法人をはじめとする地域団体等との協働事業数は、令和元年度ま

で 100 件以上で推移し、新型コロナウイルス感染症の影響で事業の中止があった令和

２年度及び３年度は減少しましたが、令和４年度は 109 件となっています。 

区民の福祉ニーズは多様化しており、行政と様々な団体、事業者、区民等、多様な

主体が力を合わせた取り組みの充実がさらに必要となっています。 
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  第２章 施策の展開 

  主な取り組み 

 区民の様々な課題に対応していくために、区民や町会等の地縁団体、民生委員・児童

委員をはじめ、社会福祉法人やＮＰＯ法人、地域のサービス提供事業所など、多様な主

体の連携・協働を推進します。 

 

 

①多様な主体同士の連携・協働の促進 

 社会福祉協議会を中心とした社会福祉法人の法人間連携や、区民や町会等の地縁団

体、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、企業など、多様な主体同士の連携・協働を促進

します。 

 また、様々な支援活動のネットワーク同士が連動するための仕組みづくりについて

検討し、それぞれの強みを活かして、地域の課題解決を図っていきます。 

 

②ＮＰＯ法人やボランティア団体等との協働の推進 

 区民等の協働意識の醸成を図るための講座開催のほか、区と協働で取り組む事業の

提案募集や、社会貢献活動を行う団体等の支援により、区と多様な主体との協働を推

進します。 
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  第２章 施策の展開 

施策３ 福祉サービスの利用促進 

 

 

  現況と課題 

 

区では、何らかの支えを必要としている区民を、福祉サービスに結びつけていくた

めに、区役所の窓口等で様々な相談に対応するとともに、電話相談やＬＩＮＥ等のＳ

ＮＳを活用する等、多様な手段を活用し相談機会の確保を図っています。 

また、近年では、相談内容が多様化・複雑化しており、職員の対応能力向上を図る

ため、相談業務を担う職員の人材育成等に取り組んでいます。 

 一方で、誰もが必要な情報を容易に入手し、利用できる環境づくりをさらに充実さ

せていくことも課題となっており、多様な媒体を活用した情報提供とともに、情報格

差※1の解消などにも取り組んでいく必要があります。 

区では、広報誌のほか、ホームページ、ＳＮＳ等の多様な手段を活用するとともに、

やさしい日本語※2 や多言語対応等による、誰にも分かりやすい情報発信を行っていま

す。 

また、令和２年４月に「東京都台東区手話言語の普及及び障害者の意思疎通の促進

に関する条例」を施行し、手話言語の普及啓発や遠隔手話通訳サービス等、意思疎通

のための手段の確保に向けた取り組みを推進しています。 
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  主な取り組み 

適切な支援を立案し、その支援を必要とする方に結びつけるために、地域包括支援

センター等、相談窓口の充実を図ります。また、支援にあたって各種制度に係る幅広

い知識やコミュニケーション能力等、区職員・専門職等の資質向上や、関係機関と連

携したアウトリーチ活動を推進します。さらに、多様な媒体を通じた誰にも分かりや

すい情報発信や、情報格差の解消に取り組みます。 

 

 

①相談窓口の充実 

  多様な媒体・手段を用いた相談機会の確保や、寄せられた相談の背景、要因を掘

り下げて必要な支援に結びつけるために、窓口の充実等に取り組みます。 

 

②区職員や専門職等の資質向上 

 区職員や関係機関の相談員、民生委員・児童委員等、台東区の福祉サービスに関わ

るすべての人を対象に、ニーズを把握する力の向上や、様々な支援やサービスへの理

解を深めるための取り組みを推進します。 

 

③アウトリーチ活動による福祉サービスの利用促進 

 支援を必要とする方を早期に把握し、適切な支援につなげられるよう、区職員や民

生委員・児童委員、地域福祉コーディネーター（コミュニティソーシャルワーカー）

等、関係機関と連携したアウトリーチ活動による支援を推進します。 

 

④誰にも分かりやすい情報発信 

 広報誌や区ホームページのほか、ＳＮＳの活用など、多様な媒体を活用して情報を

発信します。また、やさしい日本語や多言語の活用、障害特性に配慮した情報提供手

段の充実など、分かりやすい情報発信を推進します。 

 

⑤情報格差の解消 

 区民等の情報格差の解消に向けて、ＩＣＴリテラシー※3 の向上を図るための取り組

みを推進します。 
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※１ 情報格差（出典：総務省ホームページより） 

 インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる方と利用できない方との間 

に生じる格差のこと。 

 

 ※２ やさしい日本語（出典：台東区多文化共生推進プランより） 

  やさしい日本語とは、長い文章を短くし、簡単な言葉に言い換える等、いろいろな工夫 

をすることで、外国人にも分かりやすくした日本語のこと。 

 

 ※３ ＩＣＴリテラシー（出典：総務省ホームページより） 

  単なるＩＣＴの活用・操作能力のみならず、メディアの特性を理解する能力、メディア 

における送り手の意図を読み解く能力、メディアを通じたコミュニケ―ション能力まで 

を含む概念のこと。 
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  第２章 施策の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

基本 

方針 Ⅱ 福祉サービス基盤の充実 
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  第２章 施策の展開 

施策４ 福祉を支える人づくりと団体の支援・育成 

 

 

  現況と課題 

  

台東区には介護や福祉の専門職をはじめ、民生委員・児童委員、ボランティア団体

の職員など、様々な形で福祉に携わる人材がいます。また、生活に困窮する家庭の子

供に対する学習支援や子供食堂、生きづらさを感じる若者への支援等、様々な福祉活

動が、社会福祉協議会やＮＰＯ法人、ボランティア団体等によって行われています。 

区では、福祉サービスを担う人材の確保・育成・定着を図るため、介護職等就職フ

ェアの開催や、専門性を高めるための研修等を実施しています。また、「台東ボランテ

ィア・地域活動サポートセンター」の運営や、介護支援ボランティアポイント事業等

を通じた福祉ボランティアの育成、民生委員・児童委員活動への支援など、区民生活

に密着した福祉活動の活性化を推進しています。 

何らかの支えを必要とする人への、行政・民間の福祉サービスや福祉活動を充実さ

せていくことが、ますます重要となっています。区民の福祉サービスのニーズに対応

するため、引き続き、担い手の確保・育成を図っていく必要があります。 

 併せて、福祉活動を担うＮＰＯ法人やボランティア団体等の人材不足等も課題とな

っており、こうした団体が安定的・継続的に活動できるよう支援していく必要があり

ます。 
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  主な取り組み 

福祉を支える担い手の確保・育成や、ＮＰＯ法人やボランティア団体など、地域福

祉活動を行う団体の支援に取り組みます。また、社会福祉協議会の体制充実や、民生

委員・児童委員活動の支援等により、重層的な支援体制のさらなる充実を図ります。 

 

①福祉を支える担い手の確保・育成 

 福祉サービスを支える専門的な知識・技能を有する人材を確保・育成します。 

また、台東ボランティアセンターを中心に、ボランティアの育成や活動の活性化を

図ります。 

  

②地域での福祉活動を行う団体への支援 

 ＮＰＯ法人やボランティア団体等、福祉活動に取り組む団体の設立や、団体の安定

的・持続的な活動への支援を行います。 

 

③民生委員・児童委員活動への支援充実 

 民生委員・児童委員活動に対する区民の理解を促進します。また、委員活動の充実

のための取り組みを推進します。 

 

④社会福祉協議会の取り組みや体制の充実 

  複合的な課題に対応していくために、行政や様々な関係機関との連携等に取り組む

地域福祉コーディネーター等、社会福祉協議会の取り組み及び体制の充実を支援しま

す。 

 

⑤地域福祉活動計画の策定支援 

社会福祉協議会による、本計画の取り組みの具体化を図る「地域福祉活動計画」の

策定を支援します。 
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施策５ 新たな視点を活かした福祉サービスの提供 

 

 

  現況と課題 

 

 平成 30 年より、国は、サービス提供事業所が障害福祉サービスと介護保険サービスを

合わせて提供する共生型サービス※を創設しました。 

 台東区における障害のある 65 歳以上の高齢者は、令和４年６月 20 日時点では 4,383

人で、障害のある方の高齢化が進んでおり、特性に応じた支援の充実とともに、高齢福

祉と障害福祉施策の連携が重要な課題となっています。 

また、出産や育児に不安を感じている妊産婦や、悩み・生きづらさを感じる方々と、

その家族等に対する相談・支援機能の充実に加え、日常生活の困りごとや不便に感じて

いることへの対応等、様々な支援ニーズへの対応も求められています。 

 このような様々なニーズに対応するため、既存の公的な支援制度や多様な主体による

福祉サービスを適切に組み合わせて提供するとともに、新たなサービスの創出も必要で

す。 
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  主な取り組み 

 障害者の高齢化に対応した共生型サービスの提供や、新たな機能を有する相談支援

拠点の整備のほか、新たな福祉サービス創出への支援に取り組みます。 

 

 

①共生型サービスの提供 

 令和６年度開設予定の（仮称）竜泉二丁目福祉施設特別養護老人ホームにおいて、

介護保険サービスと障害福祉サービスを一体的に提供します。 

 

②ライフステージ・発達段階に応じた新たな相談・支援拠点の整備 

子ども家庭支援センターや松が谷福祉会館、台東保健所、教育支援館等、各施設の

連携を強化し、複合的な課題への対応や、ライフステージ・発達段階に応じた支援を

行うために、子育てや子供・若者支援、児童発達支援などの機能を一体的に備えた、

相談・支援拠点として、令和 10 年度に開設予定の（仮称）北上野二丁目福祉施設を整

備します。 

 

③新たな福祉サービス創出への支援 

  複合的な課題や多様化する福祉ニーズを踏まえ、ＮＰＯ法人やボランティア団体な

どの新たな福祉サービスの創出に向けた取り組みを支援します。 

 

 

※ 共生型サービス（出典：厚生労働省ホームページより） 

高齢者と障害者が同じ事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険または障害福祉

のいずれかの指定を受けている事業所が、もう一方の制度における指定も受けやすくなるよ

うにする制度のこと。 
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施策６ 福祉サービスの質の向上 

 

 

  現況と課題 

 

区では福祉サービスの質の向上を図るため、サービスを提供する民間事業者や福祉

活動を担う人材の育成に取り組んでいます。 

また、適正なサービスの確保に向けて、認可保育所や介護老人福祉施設、障害者支

援施設等における指導検査※1の実施や第三者評価※2の受審勧奨を行っています。 

さらに、区役所の各窓口や、社会福祉協議会の権利擁護センター※3「あんしん台東」

において、福祉サービスの利用に関わるトラブルや苦情等の相談に応じています。 

 令和４年度高齢者実態調査の結果では、「要支援・要介護認定者がケアプランの内容

について満足又はほぼ満足」と回答した割合は 83.6％、東京都福祉サービス第三者評

価では、「保育所が提供するサービスについて肯定的な回答の割合」は 82.8％となっ

ています。一方で、サービス提供施設等における、従事者による虐待等の事案が発生

しています。 

そのため、区民の満足度を高め、安心して様々な福祉サービスを受けられるよう、

サービスの質の更なる向上を図っていくことが必要です。 
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  主な取り組み 

 区民が質の高いサービスを受けられる環境づくりとして、保育や介護、障害福祉に

携わる人材の育成支援のほか、事業所への指導検査の実施、サービス利用に関する利

用者の意見を受け付ける窓口の運営等に取り組みます。 

 

①人材の育成支援 

 保育や介護、障害福祉のサービスの質の向上を図るため、その取り組みを行う事業

者への支援や、専門性を高めるための研修等を実施します。 

 

②サービス事業所への指導検査の実施 

区民が質の高いサービスを利用できるよう、区内の事業所を対象に、定期的又は随

時、施設の運営状況や会計等の検査を実施し、必要な助言・指導を行います。 

 

③福祉サービス第三者評価の受審 

 区立の福祉施設においては、評価機関が専門的かつ客観的な立場で、一定の基準に

基づきサービスの評価を行う第三者評価を定期的に受審するとともに、民間の事業所

による同評価の受審を促すための支援を行います。 

 

④サービスに関する意見等の受付窓口の周知 

区役所等で、サービス利用に関する相談や苦情、意見等を受け、より良いサービス

提供につながるよう、内容や必要に応じて、事業所へ改善を促します。さらに、意見

等の受付窓口を区公式ホームページ等により周知を図ります。 
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※１ 指導検査（出典：台東区ホームページより） 

  社会福祉施設及び在宅サービス等を利用者が安心して選択することができるよう、また、

事業運営の透明性の確保を図るため、社会福祉法人、社会福祉施設及び在宅サービス事業者

等を対象に、施設の状況や会計等の検査を行うこと。 

 

 ※２ 第三者評価（出典：東京都ホームページより） 

   中立的な第三者である評価機関が、事業者と契約を締結し、サービスの内容、組織のマネ

ジメント評価を行い、その結果を公表する仕組みのこと。 

 

 ※３ 権利擁護センター（出典：台東区社会福祉協議会ホームページより） 

 認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等で判断能力が十分でない方に、福祉サービスの

利用手続きや、日常生活費の預貯金の管理などのお手伝いを行い、利用者が安心して自立し

た生活を送れるように支援する機関のこと。 
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基本 

方針 Ⅲ 
いきいきと安心して 

暮らせる地域づくり 
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  第２章 施策の展開 

施策７ つながり支え合う地域づくり 

 

  現況と課題 

 

区では、子育ての相互援助を行う仕組みである「ファミリー・サポート・センター」

事業や、子供に対する学習支援等を行う「子育て地域サポーター」の育成のほか、ひ

とり暮らしの高齢者等を日常生活の中でゆるやかに見守り、気付いたことを連絡する

「見守りサポーター」の養成に取り組んでいます。 

 令和４年度「区政サポーターアンケート調査」では、生活していくうえでの、近所

での助け合い・関わり合いについて「必要だと思う」「ある程度必要だと思う」と回答

した方が約９割となっています。また、約８割の方が「近所での助け合いとして、し

たいことやできることがある」と回答しており、その内容として「災害時の助け合い」、

「話し相手や声かけ」を挙げています。 

誰もが安心して暮らすために、互いに助け合う地域社会の実現に向けた取り組みを

推進していくことが必要です。 

 また、このような地域社会をつくっていくためには、一人ひとりの多様な価値観や

意思が尊重されながら、つながりを作っていくことが重要です。 

 区では人権意識の向上を図るため「人権のつどい」をはじめ、あらゆる機会を通じ

て人権啓発に取り組んでいます。 

しかしながら、依然として、子供や高齢者、障害者への虐待、ＤＶ、外国人に対す

る偏見、性的指向・性自認等、様々な人権問題が生じています。 

 令和３年度「台東区民の意識調査」によると、すべての人の人権が「あまり守られ

ていない」、「全然守られていない」と答えた区民の割合は、合わせて 33.9％となって

おり、人権に対する意識をさらに浸透させていくための取り組みを一層推進していく

必要があります。 
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  主な取り組み 

区民が互いに助け合い、支え合いながら暮らす台東区に向けた仕組みづくり、区民の

自主的な活動への支援に取り組みます。 

特に、災害時の共助は重要な課題であり、要配慮者を支援するための体制づくりを推

進します。さらに、互いを尊重し、ともに支え合い、安心して暮らし続けられるよう、

区民の相互理解を促進します。 

 

 

①支え合いの仕組みづくり 

 生活する上で何らかの配慮が必要な方が、安心して暮らし続けられるよう、様々な

支え合いの仕組みづくりを推進します。また、つながりを深め、互いの理解を促進す

るために、様々な方々が集い、交流できる機会を充実します。 

 

②学びと活動の場づくり 

すべての区民の社会参加を促すために、様々な学習の情報や機会を提供します。ま

た、学習成果を活かすことができるよう、活動に関する情報を収集・提供し、自主的

な活動を支援します。 

 

③災害時の要配慮者を支える体制づくり 

  災害発生時に、安否確認や避難誘導等の支援が円滑にできるよう、自力で避難する

ことが困難な方の名簿を作成し、警察・消防・町会等の関係機関へ提供します。特に

支援を要する方については、配慮に関する情報を記載した個別支援計画を作成します。 

 

④相互理解の促進 

  年齢、性別、国籍、障害の有無等に関わらず、一人ひとりの個性が尊重され、いき

いきと生活し、様々な場面で活躍できる台東区の実現に向け、多文化共生※1、ジェン

ダー平等※2、ユニバーサルデザイン※3 の考え方を踏まえたまちづくりや、心のバリア

フリー等を推進します。 
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※１ 多文化共生（出典：総務省ホームページより） 

  国籍や民族などの異なる人々が、互いに文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうと

しながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと。 

 

 ※２ ジェンダー平等（出典：内閣府ホームページより） 

   性別に関わらず、平等に責任や権利や機会を分かちあい、あらゆる物事を一緒に決めてい

くという考え方のこと。 

 

 ※３ ユニバーサルデザイン（出典：総務省ホームページより） 

 あらかじめ、障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよ

う都市や生活環境をデザインする考え方のこと。 
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施策８ 一人ひとりの生活の安定・自立と尊厳の尊重 

 

 

  現況と課題 

 

平成 27 年４月に施行された生活困窮者自立支援法は、生活に困窮し、社会保障制度

と生活保護制度の狭間にある方への早期の対応と自立を支援する「第２のセーフティ

ネット」として制定されました。また、令和４年５月には「困難な問題を抱える女性

への支援に関する法律」が公布され、地方公共団体は、そのような女性への支援のた

めに必要な施策を講ずる責務が明記されました。 

区では、経済的あるいは社会的な問題に起因して生活に困窮する方の、個々の状況

に応じて住まいの確保や就労を支援するとともに、その子供の学習支援等に取り組ん

でいます。 

生活に困窮する原因は、心身の障害、失業、家族の介護、ＤＶ、犯罪被害等、様々

であり、複合的に課題を抱えている方もいることから、一人ひとりの生活の安定や自

立に向けて、関係機関と連携した支援が重要となっています。 

  また、子供や高齢者、障害者の虐待事案が発生しており、重大な人権侵害である虐

待の防止が急務となっています。区では、虐待の未然防止、早期発見・対応を図って

いますが、近年、増加傾向にある虐待事案への対応を、今後、一層強化していく必要

があります。 

さらに、社会福祉協議会による、認知症や障害等で判断能力が十分でない方を対象

とした福祉サービスの利用援助や、日常的な金銭管理サービス等の取り組みを支援し

ています。 

一方で、尊厳のある暮らしのための重要な手段である成年後見制度について、令和

４年度「高齢者実態調査」及び令和４年度「障害者実態調査」の結果では、「内容を知

っている人の割合」は高齢者 30.8％、障害者 23.9％となっています。 

区では、社会福祉協議会を成年後見制度の推進機関と位置付け、普及啓発や費用の

助成などにより、制度の利用の促進を図っています。 

今後、認知症高齢者の増加が想定されており、成年後見制度の利用を含む権利擁護

支援のニーズの増加が見込まれることから、適切に制度を利用できる環境を整えてい

くことが必要です。 
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  主な取り組み 

区民一人ひとりの生活の安定と自立を確保し、尊厳をもって暮らし続けられるよう、

生活に不安等を感じる区民の支援に取り組みます。 

 

① 生活に困窮する方への支援  

 生活に困窮する方が抱える様々な課題に光を当て、生活の安定・自立へとつなぐた

めに、専門員が広く相談を受け、個々の状況に応じて、家計、就労、住まいに関する

相談、子供の学習支援等、関係機関と連携した包括的な支援に取り組みます。 

 

② 虐待等の防止対策  

  子供、高齢者、障害者等への虐待に対して、早期発見・対応の取り組みを関係機関

と連携しながら推進するとともに、虐待防止に関する普及啓発を行います。 

また、ＤＶの防止に向けた取り組みや被害者への支援に取り組みます。 

 

③ 権利擁護支援の充実  

 ひとりで決めることに不安や心配のある方が安心して生活できるよう、福祉サービ 

スの利用援助や金銭管理等を行うなど、権利擁護のための支援の充実を図ります。 

  また、判断能力が十分でない方の権利や財産を守り、本人の意思を尊重した生活が

送れるよう、成年後見制度の利用を支援します。 

 

④ 成年後見制度の活用  

社会福祉協議会と連携し、成年後見制度の利用者と後見人等のサポート等を調整す

る中核機関や、より良い支援に向けた関係機関による会議体を設置します。 

また、制度の利用が必要な方が、必要な時に利用できるよう、制度や相談窓口等の

周知を図るとともに、後見人等を確保するため、社会福祉協議会が成年後見人等に就

任する法人後見事業や、市民後見人の育成を推進します。 
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 １ 台東区地域福祉計画策定委員会委員名簿 

 

 

役  職 氏  名 区  分 

委 員 長 新 田 秀 樹 中央大学法学部教授 

副委員長 石 渡 和 実 東洋英和女学院大学名誉教授 

委  員 稲 垣 美加子 淑徳大学総合福祉学部教授 

委  員 大 木 洵 人 公募区民 

委  員 山 藤 弘 子 公募区民 

委  員 麻 生 勝 重 台東区町会連合会副会長 

委  員 里  秀一郎 台東区介護サービス事業者連絡会代表 

委  員 牧 田 としみ 台東区民生委員・児童委員協議会浅草橋地区会長 

委  員 和泉澤 とも子 特定非営利活動法人ガイドヘルプあいサポート理事 

委  員 平 野   穣 台東区社会福祉協議会常務理事・事務局長 

委  員 鳥 居 理英子 
東京社会福祉士会 

権利擁護センターぱあとなあ東京センター委員 

委  員 芳 仲 美惠子 台東区法曹会副幹事長 
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 ２ 台東区地域福祉計画策定庁内検討会名簿 

 

 

役  職 氏  名 

福祉部長（会長) 原 嶋 伸 夫 

企画財政部長（副会長） 酒 井 ま り 

企画課長 吉 本 由 紀 

財政課長（企画財政部参事事務取扱） 関 井 隆 人 

区民課長 鈴 木 慎 也 

子育て・若者支援課長 飯 野 秀 則 

子ども家庭支援センター長 三 澤 一 樹 

副参事（児童相談所移管準備担当）（区民部参事事務取扱） 望 月   昇 

福祉課長 上 野 守 代 

高齢福祉課長 山 田 安 宏 

介護予防・地域支援課長 立 石 淑 子 

介護保険課長 松 上 研 治 

障害福祉課長 髙 橋 由 佳 

松が谷福祉会館長 穴 澤 清 美 

保護課長 福 田 兼 一 

健康課長 山 本 光 洋 

保健予防課長（健康部参事事務取扱） 水 田 渉 子 

保健サービス課長 米 津 由 美 

庶務課長 横 倉   亨 

教育支援館長 工 藤 哲 士 
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 ３ 策定経過 

（１）台東区地域福祉計画策定委員会 

回 日  程 主な議題 

第１回 令和４年８月２日 

・会議の運営について 

・台東区地域福祉計画の策定方針について 

・台東区地域福祉計画検討シートについて 

・台東区地域福祉計画の構成（案）について 

第２回 令和４年９月８日 

・第１回台東区地域福祉計画策定委員会における 

ご意見と対応について 

・台東区地域福祉計画の構成（案）について 

第３回 令和４年 11 月８日 

・第２回台東区地域福祉計画策定委員会における 

ご意見と対応について 

・台東区地域福祉計画中間のまとめ（案）について 

第４回 令和５年２月１日 

・第３回台東区地域福祉計画策定委員会における 

ご意見と対応について 

・パブリックコメントの実施結果について 

・台東区地域福祉計画（案）について 
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（２）台東区地域福祉計画策定庁内検討会 

回 日  程 主な議題 

令和３年度 

第１回 
令和３年５月 28 日 

・台東区地域福祉計画策定委員会設置要綱について 

・台東区地域福祉計画の策定方針について 

令和４年度 

第１回 
令和４年７月 15 日 

・台東区地域福祉計画の策定方針について 

・台東区地域福祉計画策定のための各種アンケート 

調査結果について 

第２回 令和４年 7月 27 日 

・台東区地域福祉計画のあらましについて 

・台東区地域福祉計画検討シートについて 

・台東区地域福祉計画の構成（案）について 

第３回 令和４年 10 月 31 日 

・台東区地域福祉計画策定委員会における 

ご意見と対応について 

・台東区地域福祉計画の中間まとめ（案）について 

第４回 令和５年１月 24 日 

・台東区地域福祉計画策定委員会における 

ご意見と対応について 

・パブリックコメントの実施結果について 

・台東区地域福祉計画（案）について 
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 ４ パブリックコメント実施結果 

 

 

 

  

意見受付期間 令和４年１２月１６日（金）～令和５年 １月 ６日（金） 

意見受付場所 

区公式ホームページ上での受付のほか、各区民事務所・分室・地

区センター、区政情報コーナー、生涯学習センター、社会福祉協

議会、福祉課窓口で受付。 

意見受付件数 ３人（７件） 

提出方法の内訳 
郵送 ０人（０件） ファクシミリ ０人（０件） 

ホームページ ２人（６件） 持参 １人（１件） 
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 ５ 台東区地域福祉計画策定委員会設置要綱 

台東区地域福祉計画策定委員会設置要綱 

 

令和３年５月２８日 

３台福福第１２６号 

令和４年１月２４日 

３台福福第１４３７号 

 

（設 置） 

第１条 本区における地域福祉を推進するための計画（以下「計画」という。）を策定す

るため、台東区地域福祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事項を処理する。 

 (１) 計画の策定に関すること 

 (２) その他計画の策定に関し必要な事項 

 

（委員構成） 

第３条 委員会は、次に掲げる者のうちから台東区長（以下「区長」という。）が委嘱す

る者をもって構成する。 

 (１) 学識経験者  ３名以内 

 (２) 公募区民  ２名以内 

 (３) 関係団体  ８名以内 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、区長から委嘱又は任命を受けた日から計画策定までの期間とす

る。ただし、委員が任期中に辞任したとき又は欠けたときは、後任者の任期は前任者

の残任期間とする。 

 

（委員長等） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により選出し、副委員長は、委員長が指名する者をもって充

てる。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 
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（招集等） 

第６条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員会の会議において必要と認められるときは、委員以外の者を会議に

出席させ、説明若しくは意見を聴き、又は資料の提供を求めることができる。 

 

（書面等による会議） 

第７条 前条第１項の規定にかかわらず、委員長は、緊急の必要性があり、委員会を招

集する時間的余裕がないと認める場合その他やむを得ない事由がある場合は、会議の

招集に代えて、委員に対する書面の回付その他委員長が指定する方法により会議を行

うことができる。 

 

（庁内検討会） 

第８条 第２条に定める事項について検討するため、庁内検討会（以下「検討会」とい

う。）を設置する。 

２ 検討会は、別表に掲げる職にある者をもって構成する。 

３ 検討会に会長を置き、会長は、福祉部長をもって充てる。 

４ 検討会に副会長を置き、副会長は、企画財政部長をもって充てる。 

５ 会長は、検討会を代表し、会務を総理する。 

６ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名する副

会長がその職務を代理する。 

 

（庁内検討会の招集） 

第９条 検討会は、会長が招集する。 

２ 会長は、検討会において必要と認められるときは、会員以外の者を会議に出席させ、

説明若しくは意見を聴き、又は資料の提供を求めることができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、会長は、緊急の必要性があり、検討会を招集する時間

的余裕がないと認める場合その他やむを得ない事由がある場合は、会議の招集に代え

て、会員に対する書面の回付その他会長が指定する方法により会議を行うことができ

る。 

 

（委員会の会議及び会議録等の取扱い） 

第１０条 委員会の会議並びに会議録及び会議に係る資料（以下「会議録等」という。）

は、公開する。ただし、委員長又は委員の発議により出席委員の過半数により議決し

たときは、会議及び会議録等を公開しないことができる。この場合において、議決数

が可否同数であったときは、委員長が公開の可否を決定するものとする。 

２ 委員会の会議及び会議録等を公開するときは、委員長は必要な条件を付すことがで

きる。 
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（傍聴の取扱） 

第１１条 委員会を傍聴しようとする者は、傍聴申込書（別記様式）に所要事項を記入

し、委員会の許可を得なければならない。 

 

（庶 務） 

第１２条 委員会及び検討会の庶務は、福祉部福祉課において処理する。 

 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、委員会及び検討会の運営に関して必要な事項

は、別に定める。 

 

   付 則 

 この要綱は、令和３年５月２８日から施行する。 

 

   付 則 

 この要綱は、令和４年１月２４日から施行する。 
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別表（第８条関係） 

会 長 福祉部長 

副会長 企画財政部長 

会 員 企画財政部企画課長 

会 員 企画財政部財政課長 

会 員 区民部区民課長 

会 員 区民部子育て・若者支援課長 

会 員 区民部子ども家庭支援センター長 

会 員 区民部副参事 

会 員 福祉部福祉課長 

会 員 福祉部高齢福祉課長 

会 員 福祉部介護予防・地域支援課長 

会 員 福祉部介護保険課長 

会 員 福祉部障害福祉課長 

会 員 福祉部松が谷福祉会館長 

会 員 福祉部保護課長 

会 員 福祉部自立支援担当課長 

会 員 健康部健康課長 

会 員 健康部保健予防課長 

会 員 健康部保健サービス課長 

会 員 教育委員会事務局庶務課長 

会 員 教育委員会事務局教育支援館長 
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